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研究成果の概要（和文）：本研究は、National Innovation Capacity(NIC)の考え方を参照し、情報通信技術分
野のイノベーションのあり方を明らかにすることを目的とする。NICに影響を与える各要素の構成とその効果等
は必ずしも明らかにされているとは言えなかった。このため、その点に焦点を当てて多面的に明らかにすべく研
究を進めた。大規模な特許データに基づく定量的な実証分析による変容の実態解明やブロックチェーン技術やシ
ェアリングエコノミーの浸透が組織に与える影響などを明らかにすることができた。多面的な研究全体を通じ
て、情報通信技術分野における企業を中心としたイノベーション要素・環境の変容を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The project aims to clarify the nature of innovation in the field of 
information and communication technology, referring to the concept of National Innovation Capacity 
(NIC). The study was carried out to clarify NIC related structure from multiple aspects. For 
example, the project analyzed innovation networks based on co-assigned patent data of USPTO. The 
analysis showed that in the 2010s, knowledge network across organizational boundaries have become 
limited and those networks might have been sparse. The study also analyzed the impact of blockchain 
technology on corporate innovation. An autonomous and decentralized organization, DAO, transcends 
the concept of a country and operates its services by anonymous participants and may have a 
significant impact on NIC and related governments’ policies. Based on multiple empirical studies, 
this project as a whole has clarified the nature and transformation of the innovation system in the 
field of information and communication technology.

研究分野： ネットワーク経済

キーワード： イノベーション　特許データ　情報通信技術

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、情報通信技術分野のイノベーションの実態や構造変容などを主として特許データに基づき明らかにし
た。研究成果の概要で示したとおり、いくつかの分析手法を提案し、その有用性を示すとともに、先行研究では
示されていなかった知見を加えることができた。こうした点で学術的意義のある研究である。また、情報通信技
術分野の企業の実データを用いるなどして、世界を代表する企業の変化などを国別の比較などを通じて相対的に
明らかにしており、今後のイノベーション政策の検討にも資することが期待され、社会的意義のある研究であ
る。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
Furman et al.(2002)の業績により、National Innovative Capacity（NIC）の定量的な研究は発展
してきた。彼らの研究では、国際的な特許をイノベーションの 1 つの成果又は観測変数として位
置づけ、それを実現するインフラストラクチャーとして、特許ストック、研究開発支出、大学な
どでの基礎研究などを対象として NIC モデルを定量的に検証している。被説明変数は、特許に
とどまらず、生産性や市場シェアなどの生産活動も対象となっている。本研究では、後者の生産
活動への影響にも注目する。近年の研究では、生産量などの生産活動に対する特許や研究開発な
どの影響について扱われることが多くなっており、技術開発の多様性に焦点が当てられるよう
になってきていた。NIC に関する研究は発展しているが、その構造（影響を与える各要素の構成
とその効果等）は必ずしも明らかにされているとは言えなかった。 
 
２．研究の目的 
本研究は、National Innovation Capacity(NIC)の考え方を参照しつつ、情報通信技術(ICT)分野
のイノベーションのあり方を明らかにすることを目的とする。具体的には、NIC の重要な構成
要素たる特許などを対象に、関係の大量データを活用して、技術特性を反映した形の分析を行う。
また、当時の新興国の発展などによって、世界各国の社会経済活動の相互依存関係が、近年、大
きく変化していることを踏まえ、イノベーション・キャパシティに関する通時的な構造変化を明
らかにする。研究や技術特性を反映してモデルを精緻化するに当たっては、社会経済活動への影
響の大きい General Purpose Technology の 1 つである ICT に対象を絞る。これにより、ICT 分
野のイノベーション要素・環境の変容を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
まず、イノベーション・キャパシティに関する先行研究を対象にしてそのカテゴリーを整理する。
そうすることで、関連する研究動向を明らかにする。次に、イノベーション・キャパシティを捉
える方法として特許データを活用して、企業の生産活動に着目して企業価値との関係を多面的
に明らかにする。この際には、関連する大量のデータを用いて実証的な分析を行う。さらに、イ
ノベーション・キャパシティに関する構造変容を明らかにするために、2010 年代後半から着目
されるようになってきたブロックチェーン技術などに着目して、企業組織のあり方等に関する
研究を行う。 
 
４．研究成果 
 
田中・高木(2015)は、イノベーション・ キャパシティに関する先行研究として、いくつかのカ
テゴリーで整理を行った。例えば、特許利用のネットーワークを中心とした研究 、組織内のイ
ノベーション・ケイパビリティに関する研究、組織を超えたイノベーションネットワークの観点
からの研究、イノベーションの地理的な伝搬やアジア地域での広がりについての研究、イノベー
ションや先端技術と企業成長との関わりについての研究、アカデミアとの関係や科学技術政策
に関する研究などを対象として考察を行った。その結果、オープン・イノベーションとアジア地
域の関連企業の急成長の 2 つの観点での研究が求められることを示した。また、田中(2016a)で
は、イノベーション・キャパシティの可視化に向けて特許データを活用した知識共有に関する先
行研究をまとめた。2016 年までに発表された関連研究 800 件以上を対象に調査分析した結果、
1)対象の産業・技術野、2)知識流通の形態及び 3)特許データを活用した変数の 3 つの観点で関
連する先行研究の特徴を明らかにした。 
田中(2016b)は、日本の情報通信関連産業(電気通信製浩業、 通信サービス、 情報サービス)を
対象にイノベーション活動の実態に関する研究を行った。この研究では、米国特許庁(USPTO) が
提供する大規模データに基づいて、日本のハイテク企業の一部を取り上げ、韓国や台湾企業との
比較に基づき、特徴を探ることを目的に取り組んだ。その結果、2000 年代半ば以降 Samsung の
出願件数が圧倒的に多く、また、鴻海の伸びも高く、
2010年代には日本有数の研究開発企業である日立を
越えることを示した。そのほか、売上高で制御して
みても、Samsung の特許出願件数は多く、鴻海と日立
は同程度のレベルであることを示すとともに、累積
特許件数デみても、2000 年代後半以降、Samsung は
圧倒的に多いことを明らかにした。 
Takagi(2017)は、企業組織への影響が見込まれるブ
ロックチェーン技術に関して研究を行い、分散型組
織の基礎となるブロックチェーン技術が企業組織に
どのようなイノベーションをもたらすかを組織経済
学の観点から理論的に分析した（図 1）。ブロックチ
ェーン技術が可能にする自律分散型組織のコンセプ
トによって、企業組織や職業にどのような影響があ
るかの分析を行った。自律分散型組織は国という概
念を越えて、不特定多数の参加者によりサービスを



運営するものであり、
国としてのイノベーシ
ョン・キャパシティの
考え方や政策に大きな
影響を及ぼす可能性が
ある。取引コスト理論
に基づき理論的フレー
ムワークを提示した上
で、米国労働省データ
を用いて自律分散型組
織に適した職業を抽出
した。   
Tanaka(2017)は、東アジア企業を中心にして、特許データを代理変数としてイノベーション・キ
ャパシティの時系列変化を分析した。全米経済研究所の特許分類によりハーフィンダールイン
デックス(HHI)を用いて、東アジア企業の特許の多様性を計測し、特許分野の集中が進んでいる
全体的な動向の特徴などを明らかにした（図 2）。 
田中(2017)は、グローバルな情報通信
産業のイノベーション・ネットワーク
の特徴を実証的に明らかにすることを
目的として、単独出願特許を対象に、
特許引用関係に着目して影響度の大き
い特許について、各企業のイノベーシ
ョン・キャパシティの相対的な位置付
けの定量化を試みた。この研究の特徴
の一つは、引用関係の特徴を抽出する
際にページランクの手法を用いたこと
にある。こうした新たな分析の結果、
台湾の TSMC のように必ずしも特許出
願数が多くない企業であっても、急速
にイノベーション・ケイパビリティを
高めている可能性があることを示した（図 3）。 
田中(2019)は、グローバルに事業活動を展開する情報通信産業を対象に、米国特許庁の提供する
特許データのうち共同出願の特許のデータを用いて、企業のイノベーション・ネットワークがど
のように構造変容しているかを定量的に分析した。その結果、特許の共同出願で見る限り、ネッ
トワーク構造全体としては、
2010 年代に入り組織の境界を
跨いだ知識共有は限られた企業
の間に限定され、ネットワーク
の密度が疎になっている可能性
があることが示唆された（図
4）。また、中心性に基づく個別
企業の分析では、時期によって
登場する企業は異なるものの、
特定の企業間の共同出願の数が
突出して多くなることが中心性
の解釈に影響を及ぼすことが示
された。 
企業のイノベーション・キャパシティに関して、暗黙知や組織構造を反映する知識が競争優位性
に大きくつながると考えられる。そこで、田中・八木（2018）は、研究開発および製品ライフサ 
イクルの比較的短い家庭電器メーカー(Consumer Electronics)を対象として、特許資産と企業
価値の関係について、企業のイノベーション・キャパシティを要素に分解し、それぞれがどのよ
うに企業価値に影響を与えるのかを分析した。具体的には、研究開発ストックの収益率を中心と
して、その変化がどのように企業 価値に影響を及ぼすのかを確認した。次に、それを社内の有
形・無形のストックが特許・製品・利益へとつながるプロセスと捉え、各工程の生じるタイムラ
グを考慮に入れた各種特許変数の比率を研究開発活動のパフォーマンスとして、どのように企
業価値に影響を与えているのかについて検証を行った。本研究の結果、先行研究では踏み込めて
いなかった領域として、特許が企業価値につながる経路の 1つを明らかにすることができた。ま
た、これまでの計量分析の多くではブラックボックスとして扱われてきた、研究開発プロセスそ
のものを指標に落とし込み、その各指標の変化が企業価値に正の影響を与えていることを確認
した。  
このような企業のイノベーション・キャパシティの分析に加えて、高木（2019）では、シェアリ



ング・エコノミーやフリーランスの増加などがナショナル・イノベーション・キャパ シティに
与える影響を研究した。これは国や地域のイノベーション・ケイパビリティを検討するにあたり、
イノベーションの担い手が企業から個人へと移りつつ あることを反映している。この研究では
イノベーションのフィールドでの調査等を踏まえ、イノベーションの個人化と、それに伴う地域
の役割の変化について明らかにした。 
最後は、企業における技術累積と企業価値の関係の定量的な検証に関する研究である。企業にお
ける研究開発投資の意思決定に関しては、技術累積と技術の多角化の二つの方向性があるが、先
行研究では技術多角化が扱われることが多い。八木(2019)では、これまで扱われることが少なか
った技術累積に着目して、企業価値との関係を実証的に明らかにした。具体的には、特許引用ネ
ットワークを技術累積の指標として、Hall et al.(2005)による社内引用の考え方を発展させて、
三者関係を形成した社内三者閉包 (Triadic Closure)を用いた。分析対象は、これまでの研究で
も用いてきた Forbes Global 2000 にランクインした情報通信 企業の 51社を対象とした。特許
データは、米国特許庁(USPTO)に出願された特許データを用い、企業価値の代理変数として
Tobin's q を用いた。日本企業を除く企業を対象にした場合には、社内三者閉包(Triadic 
Closure)と企業価値の間に統計的に有意に正の相関関係が認められた。これに対して、日本企業
を対象とした場合には、両者の間には統計的に有意に負の関係が示された。対象企業によって異
なる相関関係が認められたことは、技術累積に関する先行研究では示されなかった含意が期待
されるが、その内容を検討するには至らなかった。 
以上の研究を通じて、本研究全体として、National Innovation Capacity(NIC)の考え方を参照
しつつ、情報通信技術分野のイノベーションのあり方を明らかにした。 
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